
 

 

 

 

平成２７年度学力向上緊急対策チームにおける重点取組まとめ 

参考資料２ 
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課題 

①県民力ビジョンの県民指標「全国学調において全国平均を上回った教科数」の目標値を達成するための

効果的な学校訪問のあり方等について検討が必要。 

②教育支援事務所の効率的な運営のための業務の整理が必要。 

→教職員課、小中学校教育課、学力ＰＴで業務内容等を検討。 

④学力向上の取組をさらに充実させるための校長研修会のあり方等について検討が必要。 

⑤全国学調の自校採点を県内全ての小中学校で実施し、早期からの授業改善のＰＤＣＡの確立を図るため

の効果的な働きかけが必要。 

⑦県内全ての小中学校で、3点セットが活用されるための、具体的な実践事例の情報発信が必要。 

今後の強化ポイント 

○学校訪問の充実 

・教育支援事務所の設置によるそれぞれの学校の実態や地域の実情に即したオーダーメイドな支援。 

○ＷＥＢシステムによる 3点セットの活用 

・全国学調等の自校採点集計等を速やかに学校に提供し、早期からの授業改善のＰＤＣＡサイクルの確立

を促進。 

・分析を早期にすることにより速やかに子どものつまずきに応じたワークシートの作成配信。 

・ＷＥＢシステムによる活用しやすいワークシートの配信。 

○公立小中学校長研修会（4/11開催予定） 

○全国学調自校採点研修会(4/25・26開催予定) 

●主な関係する事業 

＊学力ＰＴ 

・学力向上支援事業（「わかる授業」促進事業、3点セット活用事業） 

・授業改善サイクル促進事業 
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③学校、市町等教育委員会からの要請への、迅速かつ的確な対応が必要 

④学校や市町等教育委員会における分析報告書等の活用の促進を図ること。 

→学校や市町教育委員会を対象とした活用状況調査による、具体的な活用事例の収集及び情報発信 

→県が行う研修会や学校訪問等で分析内容を提示 

今後の強化ポイント 

○全国学調結果の教科に関する調査及び児童生徒質問紙調査の定量的な公表、学校質問紙調査の公表のさ

らなる促進 

○要請のあった市町等教育委員会分析支援 

・教育支援事務所が中心になり支援 

●主な関係する事業 

＊学力ＰＴ 

・学力向上支援事業（3 点セット活用事業） 

・授業改善サイクル促進事業 
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今後の強化ポイント 

〇実践推進校における国の調査官を招聘した授業公開を伴う研修会の充実（テーマ別） 

〇小学校国語、算数、理科、中学校数学の授業力向上のための、国の調査官等を招聘した研修会を開催 

〇「学力向上」「授業づくり」に関する講座を全ての教育研究所で実施 

○これまで支援を実施していない市町に対しても出前研修を活用し、実態に応じて直接支援を実施（通年） 

・授業研究を柱とした校内研修の充実に向けた出前研修 

・小学校国語・算数問題づくり出前研修 

○授業研究担当者育成研修の実施（通年） 

○県内公立学校を対象とした実践交流会の実施（2月） 

○指導教諭の活用（校内研修会の企画運営及び指導・助言、授業実践研修での講師等）（通年） 

○自主的教育研究団体の効果的な活用に向け、連携のあり方を検討 

●主な関係する事業 

＊学力ＰＴ 

学力向上支援事業（「わかる授業」促進事業、3 点セット活用事業） 

＊研修担当 

 教職員研修事業 

 グローバル教育教職員研修推進事業 
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課題 

①少人数指導の研究と検証が不十分 

③学力向上推進会議での協議内容を、所管の小中学校にいかに広めるか。 

今後の強化ポイント 

○次年度は、教職員課と学力向上推進ＰＴが連携し、新たな実践推進校の枠組みのもと、より効果的な定

数、非常勤を配置する。 

○全ての加配措置校において、本年度の県内加配措置校の取組を参考のうえ、より効果的な加配の活用を

検討し、その効果を検証することとする。 

○「わかる授業」促進事業において、効果的な少人数指導のあり方について実践的な研究を行い、その成

果等を県内の小中学校に普及する。 

●主な関係する事業 

＊教職員課 

・少人数教育推進事業 

＊学力ＰＴ 

・「わかる授業」促進事業 
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②学校支援地域本部の拡充（特に地域未来塾〔主として中学生を対象とした、大学生や教員 OBなど地域住

民の協力による原則無料の学習支援〕を積極的に推進）はもとより、コミュニティ・スクールへのステ

ップアップを促進 

（県としても、新たに長期化・広域化等のためのインセンティブ付与等の検討） 

 ・下記③④⑤の取組 

 ・コミュニティ・スクール、学校支援地域本部いずれも未指定の市町への訪問・説明 

10市町（訪問率 100％） 

③初任者・教職員経験者・管理職等を対象にしたコミュニティ・スクール等についての研修の実施 

・第 2回公立小中学校長研修会 8/6（三重県教育委員会 貝ノ瀨 滋 特別顧問）（参加人数: 495名） 

・新任校長研修で開かれた学校づくりサポーターによる講話 10/5（参加人数: 86名） 

④開かれた学校づくりサポーター（国のマイスター含む）の積極的な派遣 

・28回（実施率 100％） 

⑤各種会議の開催（先進事例の普及及び情報交換・協議） 

・開かれた学校づくり推進協議会 

   北勢地域 7/16(参加人数：13名)、津・松阪、伊賀地域 7/7(参加人数：12名)、 

南勢志摩地域 7/8(参加人数：14名)、東紀州地域 7/29(参加人数：8名) 

 ・みえの開かれた学校づくり推進フォーラム 1/28(参加人数：128名) 

 ・三重県教育研究指定校等合同発表会 2/25(参加人数：83 名) 

課題 

①開かれた学校づくりから一歩踏み出し、地域の人々と目標やビジョンを共有し、地域と一体となって子

どもたちを育む「地域とともにある学校づくり」への転換 

→上記④⑤に係る「開かれた」表記を「地域とともにある」に一新して意識づけを図るとともに、機会を

捉えてその趣旨を説明 

②コミュニティ・スクールの拡大 

→三重県型コミュニティ・スクールを構築し、すそ野を広げる取組を展開 

→学校支援地域本部からのステップアップの促進 

③学校支援地域本部の拡大 

→地域未来塾の取組を重点化し、家庭での学習が困難な児童生徒への支援を行うとともに、学校支援地域

本部の設置を促進 

③初任者・教職経験者研修においても、地域との連携の必要性をさらに盛り込んだ内容としていく必要が

ある。 

④開かれた学校づくりサポーターが、国の動向や県内外の最新情報を共有する機会が必要 

→サポーター会議や研修会の開催 

⑤開かれた学校づくり推進協議会が地域別開催のため、他地域の情報が共有できない 

→全体会議、地域別会議隔年開催などについて検討 

今後の強化ポイント 

〇三重県型コミュニティ・スクールの構築 

〇地域未来塾の促進 

〇地域とともにある学校づくりサポーターの積極的な派遣 

〇コミュニティ・スクール等についての研修の実施 

○初任者研修・教職６年次研修・教職経験１１年次研修・新任校長研修において、地域とともにある学校

づくりサポーターを活用した、地域と連携した取組の実践を学ぶ研修を計画する。 

〇各種会議の充実 

●主な関係する事業 

＊小中学校教育課 

・公立小中学校地域とともにある学校づくり支援事業 

・学校支援地域本部推進事業 

・補習等のための指導員等派遣事業 
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課題 

①県内全小中学校においてキャンペーン期間での実施の工夫。 

→市町教育委員会等と連携し、実施期間、実施方法等について検討する。 

②生活習慣・読書習慣等の確立に向けて、家庭への更なる取組の充実を図る。 

→引き続き、みえの学力向上県民運動を展開し、PTA等との一層の連携を図り、生活習慣・読書習慣の確立

に向けて具体的・実践的な取組の充実を図る。 

チェックシートの取組後、保護者との情報共有及び児童生徒の生活指導等への活用の更なる充実を図る。 

→効果的なフィードバックの取組についての更なる普及啓発の充実を図る。（学 Viva 通信への掲載等） 

③チェックシートの全園での活用と具体的な活用事例の収集 

→先進的な取組をしている幼稚園の訪問 

④市町間（教職員や図書館関係者）の情報交換や研究協議の機会が不十分である。また、子どもの自主的

な読書時間が増加していない。 

→大人の資質向上と子どもの自主的な読書活動を促進する。 

⑤事業実施市町において学校図書館の整備（学校司書等の配置）に進展が見られたが、さらなる充実を促

す必要がある。 

→引き続き学校図書館の整備（学校司書配置等）を促進する。 

今後の強化ポイント 

○県民運動セカンドステージにて生活習慣・読書習慣の確立において、具体的・実践的な取組の充実を図

る。 

○PTAと連携し、生活習慣・読書習慣チェックシートを活用した県内一斉キャンペーン 

〇チェックシートの平成 27年度のアンケート結果を踏まえた啓発及びアンケートを基にした好事例の収集

及び情報発信 

〇市町サポートセミナーと子ども司書の育成 

・教職員や図書館関係者の資質向上のためのセミナー開催 

・市町立図書館、小中学校と連携して子ども同士の読書活動を推進するリーダーを育成する。 

●主な関係する事業 

・みえの学力向上県民運動推進事業 

・子どもと本をつなぐ環境整備促進事業 

 




